
 

 

定期監査報告書 

 

地方自治法１９９条第１項及び第４項の規程に基づき、財務に関する事務の執行につ

いて、次の通り監査を実施した。 

 

第１ 監査の概要 

１．監査の期間 

平成２６年１１月１０日から平成２６年１１月１７日まで 

 

２．監査の対象 

   平成２６年度(平成２６年９月３０日現在)における財務に関する事務の執行 

及び経営に係る事業の管理が適正かつ効率的に行われているか、について監 

査を実施した。 

（１）予算の執行状況 

  総務課・・・・・防災対策事業 

 企画財政課・・・情報基盤整備事業（繰越明許）、平和行政推進事業 

         ＩＣＴ技術を活用した観光振興・人材育成推進事業 

町民生活課・・・廃棄物処理事業、環境保全対策事業 

健康推進課・・・予防事業、保健事業、地域健康づくり普及事業 

介護支援課・・・障害者理解促進研修・啓発事業 

配食サービス事業 

外出支援サービス事業 

福祉課・・・・・子ども・子育て支援事業（繰越明許） 

三世代交流施設運営事業 

     都市整備課・・・都市計画事務運営事業、西原町民陸上競技場整備事業 

             区画整理特別会計繰出事業（以上繰越明許） 

             都市計画事務運営事業 

     産業課・・・・・農水産物流通・加工・観光拠点施設整備事業（繰越明許） 

             地域型就業意識向上支援事業、さとうきび振興事業、 

             農業振興事務運営事業、畜産事務運営事業 

土木課・・・・・小波津川北線道路整備事業他６件（繰越明許） 

        与那城４号線道路整備事業 

プロジェクト推進室・・・庁舎等複合施設建設事業 

上下水道課・・・維持管理費 

生涯学習課・・・内間御殿整備事業、公民館管理運営事業、 

図書館事務運営費 

     教育総務課・・・人材育成会補助金交付事業、教育情報化支援事業、 

             町立小学校設備設置事業、坂田小学校危険建物新増改築 

             事業 

 



 

 

      

３．監査の手続き 

監査の対象とした事業について、関係書類等の提出を求め、各所属長から事務

事業等の説明を受け質問、資料の確認等により監査を実施した。 

 

 

第２ 監査の結果と意見 

 

１．予算の執行状況 

監査の結果、本年度の予算執行については概ね適正に執行されていると認め 

られた。ただし、下記の２点のうち（１）については今後の推移を見守ることか

ら（２）については町財政にとって必要な措置であることから記することにした。 

  

 （１）西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設基本計画策定業務 

平成２５年８月２９日に委託業務としてコンサル業者と契約を交わしており、

その契約において履行期間を平成２５年８月２９日から平成２６年３月１４日

としていたものである。しかし、その後、平成２６年３月４日、平成２６年３月

３１日、平成２６年５月２９日、平成２６年８月２８日と実に４回にわたり変更

して履行期間を延長している。 

 

産業課作成の設計変更協議書（案）には履行期間の延長となった理由としてそ

れぞれ次のように記載している。 

１回目３月 ４日・・・ 建設検討委員会から施設整備計画に対する意見があ

り、その対応に日数を要したため。 

２回目３月３１日・・・町議会から指定管理者の受託可能性の検討を求められ

たため。 

３回目５月２９日・・・運営計画策定での事業者へのヒアリングに時間を要す

るため。 

４回目８月２８日・・・第３回目と同様事業者へのヒアリングに時間を要する

ため。 

と理由づけられている。２回目に指定管理者の検討がでてきており、以後は

３回目、４回目と履行期間を延ばしているのは、町において指定管理者とな

る予定の事業者との調整に手間取ったためである。 

この西原町農水産物流通・加工・観光拠点施設（以下「直売所」）を町の直

営にするか指定管理にするか、当初決まっていなかったということである。 

この一連の変更の経緯から、当該計画は当初、担当課内でその趣旨・方向

性について充分な検討がされていなかったのではないか、と判断する次第で

ある。監査委員としてはこの「直売所」については今後も推移を注視してい

く必要があると考えている。 

 



 

 

（２）ＪＡおきなわ西原支店花卉部補助金の支出の保留 

       ＪＡおきなわ西原支店園芸部会花卉部へ補助金として 135,000 円が予

算計上されていたが、平成 25 年度の決算において、次年度繰越金が

139,812 円となり、補助金の額を超えたため、当団体への補助金を保留

しているものである。 

        この措置は、西原町補助金の交付に関する規則（第４条の補助金交付

基準）に則っており適切な処理である。 

        町の財政事情が厳しい折、他の財政援助団体にも同様なケースがない

か常に検討してもらいたい。 

 

 

参考 

 

提出または提示を受けた書類 

 

� 平成２６年度歳出予算説明別執行一覧 繰越明許 

� 平成２６年度歳出予算説明別執行一覧 

� 各課より当該監査に関する契約書の写しや予算執行伺等の資料 


